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循環型社会形成推進交付金に係る緊急要望について 

 

 

 時下、ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。 

 日頃より、当会の運営につきまして、特段のご理解とご指導を賜り、厚くお

礼申し上げます。 

 さて、全国の市町村においては、その責務である一般廃棄物処理行政を安定

的かつ継続的に展開し循環型社会を構築するため、計画的に廃棄物処理施設の

整備を行っており、その実施には循環型社会形成推進交付金の確保による国の

支援は欠かすことのできないものです。 

かつてダイオキシン対策のために、緊急かつ集中的に全国で整備・更新され

た一般廃棄物処理施設の多くは老朽化が進み、全国約 1200 施設のうち約半数の

施設が更新時期を迎えている状況にあります。廃棄物処理施設は、市町村にと

って重要な都市基盤であり、近年は防災拠点としての役割も検討されているこ

とから、その整備事業が計画的に実施されることは、地域にとって必要不可欠

な課題となっております。 

 来年度(平成 28 年度)の市町村からの廃棄物処理施設整備に係る交付金要望額

は、約 1,000 億円にのぼると聞いており、当初予算額規模との差が大きいとこ

ろから、市町村の更新需要に見合う交付金の確保策が課題となっております。 

 つきましては、別紙のとおり緊急に要望いたしますので、十分なご配慮を賜

りますよう、よろしくお願いいたします。 



循環型社会形成推進交付金に係る緊急要望 

 

「循環型社会形成推進交付金」予算の確保 

廃棄物処理施設は、全国の市町村において、その責務である廃棄物処理行政

を円滑に推進するため、欠かすことのできない社会的インフラであります。そ

の整備には複数年度にわたって多額の費用を要することから、財政事情の厳し

い中で市町村にとって大きな財政負担となっており、循環型社会形成推進交付

金の確保による国の支援は欠かすことのできないものです。 

 また、近年は、平成 2 年度以降に全国においてダイオキシン対策のために緊

急かつ集中的に整備された施設の多くが、更新時期を迎えている状況にあり、

その建替え等に約 1,000 億円超の需要が見込まれておりますが、当初予算では

十分な措置とはなっておりません。 

 市町村においては、多くの廃棄物処理施設はいわゆる迷惑施設であり、地元

等との十分な協議・調整を行う必要があることから、その対応は困難を極めて

おります。交付金予算が十分に確保されない場合は、ようやく準備の整った施

設整備のスケジュールが地元との再調整を迫られるだけでなく、施設整備が不

可能となる場合も想定されます。 

 廃棄物処理施設は社会的インフラの中でも代替のきかない、一日も欠かすこ

とのできない施設であるとともに、近年は防災拠点としての認識も深まってい

る施設であり、廃棄物処理施設が適切に更新されない場合は、地域での廃棄物

処理能力の不足による日々の廃棄物処理の停滞、老朽化施設の破損・事故によ

るダイオキシンの発生等とそれに伴う健康被害等、市民生活に重大な支障を生

じることが懸念されます。 

 このように循環型社会形成推進交付金による廃棄物処理施設整備の計画的な

実施は、循環型社会を構築するために不可欠なものであるとともに、一般廃棄

物の統括的な処理責任を負う市町村にとっても市民の安全・安心を確保するう

えで重要な問題であります。 

 

 

 つきましては、廃棄物処理施設の更新需要（1000 億円超）に見合った循環型

社会形成推進交付金の予算を、あらゆる機会を捉えて確実に確保するよう要望

いたします。 
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